[bookmark: NDA]付録　NDAひな形

秘密保持契約書（例）

[bookmark: _Hlk121408118]○○○○株式会社（以下、「甲」という）と株式会社△△△△（以下、「乙」という）とは、甲乙間における分散エネルギー資源の相互接続・活用を目的として、甲と乙が相互に開示する秘密情報の取扱いについて、以下の通り秘密保持契約を締結する。

第１条（秘密情報）
1. [bookmark: _Hlk121404052]本契約における秘密情報とは、開示者（甲または乙のうち相手方に情報を開示する者をいう）が、被開示者に、開示に先立ちまたは開示後に秘密である旨書面若しくは電子的に指定した技術上、営業上、業務上の情報をいう。但し、開示後に秘密である旨を指定した場合は、被開示者に同指定が到達した時から秘密情報とする。
2. 本契約における秘密情報には、以下の情報は含まれない。
(1) 開示された時点で既に知得していることが立証できる情報
(2) 開示された時点で既に公知であったことが立証できる情報
(3) 開示後に公知となったことが立証できる情報
(4) 第三者から適法に入手したことが立証できる情報
(5) 秘密情報とは関係なく、独自に開発したことが立証できる情報

第２条（秘密情報の利用および管理）
1. 被開示者は、秘密情報を、法令および本契約に従って取り扱い管理する。被開示者は、秘密情報を本契約の目的のみに使用し、その他の目的のために一切使用してはならない。
2. 被開示者は、秘密情報を自己の秘密情報について払う注意と同等の注意をもって保管・管理するものとし、不正アクセスや外部漏洩が生じないための適切な措置を講ずる。
3. 被開示者は、秘密情報を開示者の事前の書面による許可を得ずに複製または複写してはならない。なお、開示者の許可を得て秘密情報を複製または複写した場合、当該複製物または複写物（以下、「複製物等」という）についても原本と同一の秘密保持義務が適用される。
4. 被開示者は、秘密情報をいかなる第三者に対しても開示、漏洩してはならない。
5. 前項に関わらず、被開示者は開示者からの書面による事前の承諾を得た場合に限り、当該第三者に対しても開示できる。この場合、被開示者は当該第三者に対して当該秘密情報に関する自己と同等の守秘義務を課すものとする。
6. 前２項に関わらず、被開示者は以下の第三者に対しては必要な限りにおいて秘密情報を開示できる。
(1) 法令、規則、命令等に基づいて官公庁、裁判所等の公的機関から開示の要求を受けた場合
(2) 自己の事務を委任する弁護士、公認会計士または税理士等の法令上の守秘義務を有する外部専門家
(3) 被開示者の親会社または子会社（いずれも会社法の定義による）であって、本契約と同等以上の秘密保持義務を課した者
7. 前項第３号の場合、開示者は、当該第三者の行為を被開示者の行為と看做すことができる。

第３条（秘密情報の返還・破棄）
被開示者は、本契約が終了した場合、もしくは開示者からの請求がある場合は、秘密情報を返還するものとする。但し、電子情報等返却が困難なものについては、磁気ディスク等の記録媒体から消去し、廃棄者が発行する廃棄証明書の提出をもってこれに代えることができる。

第４条（役員および従業員の遵守義務）
被開示者は、前2条につき、自己の役員および従業員（社員、契約社員、派遣社員、アルバイト等、雇用形態を問わず、退職者も含む。以下、「従業者」という）に遵守させる義務を負う。従業者がこれに違反した場合は、被開示者は、開示者に対し、その責任を負う。

第５条（秘密情報の不保証）
開示者は、秘密情報につきいかなる保証もせず、秘密情報に不完全性などの瑕疵があったとしても、開示者はなんら責任を負わない。

第６条（権利の留保）
被開示者は、本契約に定めるほか、別に書面による明示の合意が無い限り、秘密情報の開示を受けたことを原因として著作権を含めいかなる権利も取得することはない。

第７条（損害賠償）
甲および乙は、本契約に違反したことにより相手方に対し損害を与えた場合は、その損害を賠償しなければならない。

第８条（反社会勢力当の排除）
1. 甲および乙は、次の各号に該当しないこと、および今後もこれに該当しないことを表明・保証する。
(1) 暴力団構成員、暴力団関係企業およびその関係者、総会屋もしくはそれに準ずるもの、その他刑事法令に反する行為を行い反社会勢力（以下、「反社会勢力等」という）であること、または反社会勢力等であったこと
(2) 役員または実質的に経営を支配する者が反社会勢力等であること、または反社会勢力等であったこと
(3) 親会社、子会社または本契約履行のために使用する委任先その他第三者が前2号のいずれかに該当すること
2. 甲および乙は、次の各号に該当する行為を行わないことを表明・保証する。
(1) 脅迫的な言動をすること、または暴力を用いること、または相手方の名誉・信用を棄損する行為を行うこと
(2) 偽計または威力を用いて相手方の業務を妨害すること
(3) 反社会的勢力等である第三者をして全２号の行為を行わせること
(4) 自らまたはその役員もしくは実質的に経営を支配するものが反社会的勢力等への資金提供を行う等、その活動を助長する行為を行うこと
(5) 親会社、子会社または本契約履行のために使用する委任先が前４号のいずれかに該当する行為を行うこと

第９条（有効期間）
1. 本契約の有効期間は、20XX年XX月XX日から20YY年YY月YY日までとする。但し、甲乙が別途書面で明示の合意をした場合は、有効期間を延長できるものとする。
2. 前項に関わらず、本契約の有効期間内に本目的達成の結果として甲乙間で協業に関する契約（以下、協業契約）という）が締結された場合は、本契約は協業契約の締結日の前日の経過により終了する。

第１０条（規定外事項）
本契約に定めのない事項または本契約の解釈に疑義が生じた事項に関しては、甲乙別途協議のうえ円満に解決を図るものとする。

第１１条（準拠法および合意管轄）
本契約の準拠法は日本法として、本契約に関して訴訟の必要が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とする。

本契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する。

20XX年YY月ZZ日
甲：東京都○○区○○1-2-3
　　○○○○株式会社　　　　　　　　　　
　　代表取締役社長　□□□□

乙：神奈川県××市▽▽町10-20-30
株式会社△△△△　　　　　　　　　　
代表取締役　◎◎◎◎


